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1. 報告書の目的  

本報告書は、電気通信事業法（昭和 59 年法律第 86 号）第 24 条第１項の規定に基づき、特定
ドメイン名電気通信役務（ドメイン名電気通信役務（第 164 条第 2 項第 1 号に規定するドメイ
ン名電気通信役務をいう。第 41 条及び第 41 条の 2 において同じ。）のうち、確実かつ安定的
な提供を特に確保する必要があるものとして総務省令で定めるものをいう。第 39 条の 3 におい
て同じ。）を提供する当社に関し、会計の基準を確立するとともに、その財政状態及び経営成績
を明らかにすることを目的としている。 

 

2. 根拠法令等 

本報告書は、以下の法令の規定に基づいて作成している。  

・電気通信事業法 （昭和 59 年法律第 86 号）  

・電気通信事業会計規則（昭和 60 郵政省令第 26 号） 
 

3. 会計処理の基準  

当社は、電気通信事業会計規則（昭和 60 年郵政省令第 26 号）に定める基準に従って、事業年
度における財政状態及び経営成績を明らかにしている。  

 

4. 財務諸表の構成 

財務諸表については、電気通信事業会計規則（昭和 60 郵政省令第 26 号）第 5 条第 2 項に基づ
き作成している。 

(1) 貸借対照表 

(2) 損益計算書  

(3) 個別注記表 
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第二部  

財 務 諸 表  
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様式第１ 

貸  借  対  照  表 

事業者名 ＧＭＯドメインレジストリ株式会社 

令和 2 年 1 月 1 日から 

令和 2 年 12 月 31 日まで 

（単位 円） 

資産の部 

Ⅰ 流動資産 

１  現金及び預金    702,850,481 

２  売掛金      25,090,564 

３  前渡金       7,964,075 

４  前払費用      77,919,668 

５ 立替金       6,345,467 

６  その他の流動資産        183,641 

流動資産合計         820,353,896 

Ⅱ 固定資産 

Ａ ドメイン名関連事業固定資産 

(1) 有形固定資産 

1 建物      792,400 

減価償却累計額      81,438    710,962 

2  工具、器具及び備品    582,000 

    減価償却累計額     155,576    426,424 

3  リース資産  37,472,000 

    減価償却累計額  12,286,193 25,185,807 

有形固定資産合計         26,323,193 

(2) 無形固定資産 

１  権利金         3,879,356,089 

２  ソフトウェア      266,267 

３  リース資産             6,644,990 

４  その他の無形固定資産     681,717 

無形固定資産合計      3,886,949,063 

ドメイン名関連事業固定資産合計     3,913,272,256 

Ｂ 投資その他の資産 

1  関係会社株式    2, 133,601 

2  破産更生債権等      223,560 

3  繰延税金資産    2,799,589 

4  その他の投資及びその他の資産  3,200,860 

貸倒引当金     △223,560 

投資その他の資産合計          8,134,050 

固定資産合計       3,921,406,306 

資産合計       4,741,760,202 
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負債の部 

I  流動負債 

1  1 年内返済予定の長期借入金        3,462,500,000 

2  リース債務     9,263,943 

3  未払金           115,520,382 

4  前受金           568,278,342 

5  その他流動負債    7,259,485 

流動負債合計       4,162,822,152 

Ⅱ 固定負債   

1 リース債務     26,386,123 

固定負債合計          26,386,123 

負債合計       4,189,208,275 

 

 

 

純資産の部 

Ⅰ 株主資本             100,000,000 

１ 資本金 

２ 資本剰余金   

(a) その他資本剰余金  390,000,000 

資本剰余金合計     390,000,000 

３ 利益剰余金 

(a) その他利益剰余金 

利益準備金         3,725 

繰越利益剰余金   62,548,202 

利益剰余金合計       62,551,927 

株主資本合計         552,551,927 

純資産合計         552,551,927 

負債・純資産合計       4,741,760,202 
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様式第 2 

損  益  計  算  書 

事業者名 ＧＭＯドメインレジストリ株式会社 

令和 2 年 1 月 1 日から 

令和 2 年 12 月 31 日まで 

（単位 円） 

Ⅰ ドメイン名関連事業営業損益 

1 売上高   1,028,977,296 

2 売上原価     375,364,591 

売上総利益       653,612,705 

3 販売費及び一般管理費    536,497,578 

ドメイン名関連事業営業利益      117,115,127 

Ⅱ 営業外収益 

１ 受取利息         77,343 

２ 雑収入        321,779       399,122 

Ⅲ 営業外費用 

１ 支払利息     18,840,325 

２ 保証料        499,094 

３ 為替差損      3,499,920 

4  雑支出         98,270      22,937,609 

経常利益（又は経常損失）        94,576,640 

Ⅳ 特別損失 

1 固定資産除却損     1 

2 関係会社株式評価損      7,419,974      7,419,975 

3 税引前当期純利益        87,156,665 

4 法人税、住民税及び事業税          301,834 

5 法人税等調整額        24,327,644 

当期純利益         62,527,187 
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様式第 4 

個  別  注  記  表 

事業者名 ＧＭＯドメインレジストリ株式会社 

令和 2 年 1 月 1 日から 

令和 2 年 12 月 31 日まで 

 

１ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

①  子会社株式 

移動平均法による原価法によっております。 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

①  有形固定資産（リース資産を除く） 

   定率法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物 ３年 

工具、器具及び備品 ５～20 年 

②  無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては 

社内における利用可能見込期間（５年）に基づく定額法を採用しております。 

③  リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。 

(3) 引当金の計上基準 

①  貸倒引当金 

売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に 

回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

②  賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に見合う 

分を計上しております。 

(4) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

①  消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 

②  連結納税制度の採用 

連結納税制度を適用しております。 

 

２ 株主資本等変動計算書に関する注記  

(1) 当事業年度の末日における発行済株式の種類及び総数 

普通株式 26,800 株 


